
オリジネーター・プロファイルの取組
総務省デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り方に関する検討会

（2024年4月15日）
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クロサカ タツヤ
慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科 特任准教授

オリジネーター・プロファイル技術研究組合 事務局長

【略歴】
1999年慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科修了。三菱総合研究所を経て、2008年に株式会社 企（くわだて）を設立。
通信・放送セクターの経営戦略や事業開発などのコンサルティングを行うほか、総務省、経済産業省、OECD（経済協力開発
機構）などの政府委員を務め、政策立案を支援。2016年からは慶應義塾大学大学院特任准教授を兼務。近著『5Gでビジネス
はどう変わるのか』（日経BP刊）。

【主な役職等】
- OECD DFFT専門委員会 委員（2024年～）
- 総務省 5G普及のためのインフラ整備推進ワーキンググループ（2024年～）
- 総務省 デジタルビジネス拡大に向けた電波政策懇談会（2023年～）
- 総務省 デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り方に関する検討会（2023年～）
- 総務省 5GビジネスデザインWG（2023年）
- オリジネーター・プロファイル技術研究組合事務局長（2022年～）
- 総務省 電気通信事故検証会議／非常時における事業者間ローミング等に関する検討会（2021年～）
- 総務省 デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会 小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する

作業チーム（2021年～）／放送業界に係るプラットフォームの在り方に関するタスクフォース(2023年～）
- 公正取引委員会 デジタルスペシャルアドバイザー（2021年～）
- 内閣官房デジタル市場競争本部 Trusted Web推進協議会委員／同TF座長（2020年～）
- 総務省 ICTサービス安心・安全研究会 消費者保護ルールの検証に関するWG委員（2018年～）
- IoT推進コンソーシアム データ流通促進WG 委員（2018年～）
- インフォメーションバンクコンソーシアム 監事（2018年～）
- OECD WPDGP（データガバナンス及びプライバシー作業部会）日本政府代表団員（2009年～）
- 総務省 消費者保護ルール実施状況のモニタリング定期会合（2016年～）、等



インターネット空間には、喫緊の課題が数多く存在します

情報の真偽

多業者介在による
広告取引の不透明性

広告の不正取引

FAKE?FACT?

Digital advertising transparency

Where is the money going?
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フィッシング詐欺、なりすまし 生成AIにより、真偽の見分けが
よりつかなくなる可能性

望まないサイトに
広告が掲載されてしまうリスク



官公庁から企業まで、様々な法人がリスクに晒されています
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※ 読売新聞に掲載された記事およびGoogleの検索結果から作成しました
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報道機関を騙った詐欺サイトも次々出現

投影のみ
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生成AIで、偽サイトは巧妙化へ

あなたは新聞記者です。俳優のA氏がアメリカの投資サイト「Lucrativefund.com」でレ
バレッジ投資を用いて10億円の運用益を稼いだという記事を作成してください。記事の
中にはレバレッジ投資について説明も入れてください。

俳優A氏、アメリカの投資サイトでレバレッジ投資 10億円の運用益を達成

人気俳優A氏が、アメリカの投資サイト「Lucrativefund.com」で行った巧妙なレバレッ
ジ投資により、10億円の運用益を上げたことが分かりました。

レバレッジ投資とは、投資家が持っている元本よりも多額の資金を使って投資を行う手
法で、市場の小さな変動から大きなリターンを狙うことが可能ですが、同時にリスクも
高まります。A氏はこの高リターン・ハイリスクの戦略を巧みに駆使し、成功裏に利益
を上げたとされています。

「Lucrativefund.com」は、投資家に幅広い投資機会を提供するプラットフォームとして
知られており、A氏はこのサイトを通じて慎重なリサーチと独自の戦略を展開しました。
彼の成功の一因として、分散投資と市場動向への敏感な対応が挙げられています。

A氏はレバレッジ投資においても冷静で計算された手法を取り入れ、適切なタイミング

でエントリーとエグジットを行うことで、市場の波に乗り、膨大な利益を得たと見られ
ています。専門家やアナリストの意見も参考にし、投資のプロセスにおいて合理的な意
思決定を行ったとされています。

この驚異的な成功により、A氏は投資界においてもその名を轟かせ、多くの投資家たち

にとって手本となる存在となりました。今後も彼の投資戦略や活動に注目が集まりそう
です。



2022年7月8日付朝刊
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ＯＰ技術研究組合
理事長 村井純

これらの課題を解決するために、
OP技術の開発を進めています



ウェブコンテンツに「コンテンツ発信者の真正性」を付与
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詐称困難な形でウェブコンテンツにIDを付与し、ウェブに流通させる技術です。エ
ンドユーザ（読者）が「コンテンツ発信者が誰なのか」を検証・識別できます。

拡散しよう

フェイクニュースを
流そう

感染者が徐々に減ってきたな

東京都で新たに１００万人コロナ感染・・・全国的に
感染大爆発 読売が発出した

証拠がつかない

※ X社などSNS各社の協力が前提です

※ 配信先企業の協力が前提です

読売OP

※ 現時点の想定です

SNS

SNS



Why ウェブコンテンツ？
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サイト全体の運営者
LINEヤフー

記事コンテンツの発信者
読売新聞社

広告の発信者
ラクスル



詐称ができない仕組み
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OP利用者
（企業など）

OPレジストリ
（実験段階はOPCIPが運営）

企業そのものに関する情報
企業名

ドメイン
所在地

企業理念・編集方針
業界団体

第三者認証

などを想定

ユーザー
（ブラウザ）

（次ページ参照）

④発信するコンテンツに、
OPとセットになるDP
（Document Profile、
コンテンツ単体に関する情報）
を登録

第三者機関

①組織情報を登録

③確認した登録内容を参照する
ためのOPを発行・取得

⑤コンテンツにOPとDPのセ
ットをつけて配信

②登録内容を確認

登録内容を第三者機関が確認
するので、登録内容の詐称が
できない。

OPとDPをセットにしないと機能
しないので、片方だけを入手して
も詐称できない。

発行先が登録者であることを
電子的に確認するので詐称が
できない。



ユーザーインターフェース
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OP技術がブラウザに標準搭載（もしくは拡張機能として搭載）された場合のイメージ
①OPボタンをクリック

②オリジネーター（コンテンツ発信者）情報が表示される。
メディアの場合は掲載された広告主の情報も表示される。

情報は改竄不可能な形で
登録サーバーから取得

※ 現時点の想定です

掲載されている運用型広告

Originator Profile

ABC社

XYZ

大手町
カンパニー

Originator: コンテンツを発行した組織

読売新聞東京本社
The Yomiuri Shimbun

Address: 所在地
東京都千代田区大手町1-7-1
1-7-1, Otemachi, Chiyoda-ku, Tokyo, Japan

✅この組織は第三者認証を受けています

JICDAQ（デジタル広告品質認証機構）

無効トラフィック対策 [有効期限内]

ブランドセーフティ [有効期限内]

🏢この組織は団体に所属しています

日本新聞協会

認証機関

所属団体

＞ 詳細情報を見る

いろは
コーポレーション

Originator Profile

ABC社

XYZ

大手町
カンパニー

Originator: コンテンツを発行した組織

読売新聞東京本社
The Yomiuri Shimbun

Address: 所在地
東京都千代田区大手町1-7-1
1-7-1, Otemachi, Chiyoda-ku, Tokyo, Japan

✅この組織は第三者認証を受けています

JICDAQ（デジタル広告品質認証機構）

無効トラフィック対策[有効期限内]

ブランドセーフティ[有効期限内]

🏢この組織は団体に所属しています

日本新聞協会

認証機関

所属団体

＞詳細情報を見る

いろは
コーポレーション



広告流通における課題
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「ネット広告は穴だらけ。稼ぐ方法は腐るほどある。」*というように、インターネット広告の仕組みは信頼性
が完全に担保できているとは言えない状態にあります。この状況は、広告が掲載されるメディアの運用者とそ
の信頼性を確認できるメタデータを検証した上で広告取引が出来ないために発生しています。

* 2023年9月20日付 読売新聞朝刊紙面から。漫画村の元運営者・星野路実氏の発言

広告主 DSP* SSP*
悪意ある
メディア

ユーザー

取引成立

①広告発注
・予算
・期間
・ターゲット

②入札・落札

③広告原稿

入札依頼3
入札依頼

・最低単価
・ユーザー属性

2

ページアクセス1

広告掲載4 悪意あるページに
掲載された広告閲覧

5

発行者確認不足

すり抜け

ブランド毀損発生

検証漏れ

*DSP=デマンド･サイド･プラットフォーム。広告主（需要側）の広告効率を最適化する事業者
SSP＝サプライ･サイド･プラットフォーム。メディア（供給側）の広告収益を最適化する事業者

フィッシング
被害

これらの課題を改善
Next Page
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OPは、ウェブ上でコンテンツの発信者とその信頼性の判断に資する情報を検証可能なデータと
して付与する技術で、Web広告市場に参加する事業者がOPを利用して取引相手の検証をしたう
えで広告取引をすることで、ブランドセーフティリスクの軽減、アドフラウドの排除、市場の透
明性向上など、現在のWeb広告のビジネスモデルが改善できると考えています。

広告流通でもOPを活用

広告主 DSP* SSP* 悪意ある
メディア

ユーザー

取引が
成立しな
い

①広告発注
・予算
・期間
・ターゲット

②入札・落札 入札依頼3
入札依頼

・最低単価
・ユーザー属性

2

ページアクセス1

発行者が確認可能
な状態

OPIDに
よる確認

OPIDに
よる確認

OPメディア
指定発注

OPIDなし

OPレジストリサーバーOP登録依頼、OPID発行

広告が掲載されない



第三者機関への所属情報、認証情報等で「信頼ある状態」を目指します
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OPは、あくまで「コンテンツ発信者の真正性」を流通させる技術です。第三者機関による認証を
受けたり、主要な業界団体への所属等を利用要件することを想定しています。

OP ＝ 情報を流通させる技術

認証機関Ａ
による認証企業

認証機関Ｂ
による認証企業

業界団体Ｃ
の所属企業

OP技術を利用

信頼性情報を紐付けたOPを
インターネット空間に発信

※ 現時点の想定です



日本発の技術として国際標準･ブラウザ標準搭載を目指します
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インターネットに関する仕様の国際標準化団体「World 

Wide Web Concortium (W3C) 」に技術提案を行い、

主要ブラウザ（Safari, Chrome, FireFox等）に標準機

能として搭載することを目指します。OP開発を推進する

メンバーには、W3Cのボードメンバーを務める村井純教

授、W3Cで国際標準化交渉に携わった経験のあるエンジ

ニアらが揃っています。

村井純: OP CIP理事長、Board Director W3C 



2023年8月3日付
読売新聞朝刊1面

普及に向けた取り組み

16

理解醸成、普及推進の取り組みも進めています。

「G7群馬高崎デジタル･技術大臣会合 デジタル技術展」
出展（2023年4月28日-30日、Gメッセ群馬）

2024年4月7日付 読売新聞
https://www.yomiuri.co.jp/politics/20240406-OYT1T50132/
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ほかの技術、取り組みとの違い

投影のみ



メディア業界や広告業界の枠を超えて推進していきます

18

大 学 慶應義塾大学サイバー文明研究センター

メディア 朝日、産経、日経、毎日、読売、The Japan Times、News Corp
北海道、福島民友、北國、中国、中日、神戸、中国、山陽、愛媛、
高知、佐賀、宮崎日日
日本テレビ、フジテレビ、TBS、NHK、小学館、Magaport

通信社 共同通信、時事通信

広告会社 ADK MS、電通、博報堂DY MP

アドテク fluct（SSP）、momentum（アドベリ）

プラットフォーマー／アグリゲーター スマートニュース、LINEヤフー

技術･通信 WebDINO Japan（ブラウザ技術開発）、NTT、電通総研、ビデオリサーチ

------

組合員以外で協力をお願いしている企業・団体

業界団体 JICDAQ、広告関係、メディア関係などの認証機関や業界団体

広 告 主 複数の広告主が実験協力の予定

行 政 経済産業省、内閣官房デジタル市場競争本部

参加検討中、説明済み企業
上記以外の新聞社、出版社、放送局、ウェブメディア、大手プラットフォーマーなど多数

2024年1月現在

メディア大学

広告会社広告主

アドテク

通信

業界団体

行政



まとめ
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• 目指す理念 ：情報発信の真正性を向上し、結果として情報空間の信頼ある状態を実現する

• 提供機能 ：発信元証明と情報の来歴をユーザ起点で検証できる

• 技術的な特徴：識別子の埋込、電子署名、トラステッドサーバへの検証

• 実装の要諦 ：技術とガバナンスの適正な分離を完成形として目指す、Web標準化を実現する

• 適用領域 ：

✓ メディアによる情報流通の信頼性向上

✓ デジタル広告の品質向上

✓ 信頼ある状態が予め期待される主体（例：行政、公共サービス提供者）による情報発信の

安全性向上

✓ 生成AIの生成物の来歴管理（特にユーザによる検証可能性と制御可能性の向上）



Appendix
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日本の広告費

7兆1021億円

うちインターネット広告費

3兆912億円（全体の43.5％）

近い将来には構成比50%を超える可能性も

インターネット広告費は3兆円以上で、さらに成長中

電通「2022年 日本の広告費」
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インターネット広告費のうち最大シェアは「運用型」

① 運用型広告が2兆1,189億円で、推定開始
以降はじめて2兆円を突破。前年比115.3％
の二桁成長となり、インターネット広告媒体
費に占める構成比は85.4％まで上昇。
→広告詐欺のモチベーション

② 動画広告が5,920億円と前年比115.4％の
二桁成長。
→虚偽動画作成のモチベーション



多額の広告費がアドフラウド等の被害に
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全世界＝約２兆円*
広告収入を稼ぐことだけを目的に、センセーショナルな見出し、挑発的な画像等でページビューを
生み出す「MFA (Made for Advertising) 」と呼ばれるウェブサイトに流れた広告費。
「2025年までに、デジタル広告は組織犯罪グループにとって、麻薬取引に次ぐ収入源になる見通
しだ」（世界広告主協会）***という指摘も。

日本＝約1300億円**
（広告詐欺に流れた広告費）

* Programmatic Media Supply Chain Transparency Study First Look, 全米広告主協会, 2023年6月
** アドフラウド調査レポート 2022 通年版, SPIDER LABS,  2023年3月
** https://techcrunch.com/2021/07/07/navigating-ad-fraud-and-consumer-privacy-abuse-in-programmatic-advertising/
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コンテンツの発信元証明が必要だと考える人は90％にのぼります



スケジュール
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■ステージ0「プロトタイプ開発･CIP設立準備期」（〜2022年3月）
・プロトタイプ開発（〜2022年6月）
・インターなるPoCによるOP挙動の具現化
・CIP設立時組合員の募集とCIP設立（2022年12月）

■ステージ1「OP開発推進期」（〜2023年度内）
・広告取引におけるOP活用の検討･PoC、運用型広告連携実験
・コンテンツ流通におけるOP活用の検討･PoC、サンプルサイト制作･

試験実装、CMS向けリファレンス実装 など
・W3C（World Wide Web Consortium）に加入

■ステージ2「実装運用開始期」（2024年度）
・実験、開発をさらに推進
・国内で実装し一部実運用を開始
・標準化の働きかけを本格化

■ステージ3「普及推進期」（2025年度）
・国際的な普及推進
・Chrome、Safariなどブラウザへの標準搭載推進

※ 2024年1月時点での想定です 開発会議




